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１） 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」によると、全国市区町村間の移動者総数は、第一次石油危

























 転入超過数 転入超過数の前年比増減数 1990年代との差 
 関西圏 東京圏 名古屋圏 関西圏 東京圏 名古屋圏 関西圏 東京圏 名古屋圏 
1990年代 ▲ 25,132 38,036 4,037    
2000年 ▲ 31,652 87,995 ▲ 2,141 ▲ 10,095 22,312 ▲ 3,158 ▲ 6,520 49,959 ▲ 6,178 
2001年 ▲ 25,621 116,833 ▲ 2,596 6,031 28,838 ▲ 455 ▲ 489 78,797 ▲ 6,633 
2002年 ▲ 28,481 119,375 ▲ 647 ▲ 2,860 2,542 1,949 ▲ 3,349 81,339 ▲ 4,684 
2003年 ▲ 22,742 107,941 2,530 5,739 ▲ 11,434 3,177 2,390 69,905 ▲ 1,507 
2004年 ▲ 20,777 100,862 8,194 1,965 ▲ 7,079 5,664 4,355 62,826 4,157 
2005年 ▲ 15,022 114,688 15,012 5,755 13,826 6,818 10,110 76,652 10,975 
2006年 ▲ 13,727 132,033 17,874 1,295 17,345 2,862 11,405 93,997 13,837 





   
2008年 ▲ 11,143 151,696 13,525 4,503 ▲ 3,454 ▲ 4,029 13,989 113,660 9,488 
2009年 ▲ 8,555 117,461 ▲ 4,537 2,588 ▲ 34,235 ▲ 18,062 16,577 79,425 ▲ 8,574 
注１：1990年代の数値は、1990～1999年の平均値。 
注２：2003～2007年の数値は、転入超過数の前年比増減数の当該期間における累計。 




経営情報研究 第 18 巻第 2 号(2011 年 2 月)，55－73 ページ 











 転入数と寄与率 転出数と寄与率 
 関西圏 東京圏 名古屋圏 関西圏 東京圏 名古屋圏 
2000年 238,346 537,318 136,200 269,998 449,323 138,341 
 （▲88.4） （22.3） （▲106.6） （▲11.6） （77.7） （6.6） 
2001年 241,097 553,633 137,630 266,718 436,800 140,226 
 （45.6） （56.6） （314.3） （54.4） （43.4） （▲414.3） 
2002年 232,282 546,389 136,453 260,763 427,014 137,100 
 （▲308.2） （▲285.0） （▲60.4） （208.2） （385.0） （160.4） 
2003年 231,406 532,582 136,265 254,148 424,641 133,735 
 （▲15.3） （▲120.8） （▲5.9） （115.3） （20.8） （105.9） 
2004年 226,201 518,913 139,033 246,978 418,051 130,839 
 （▲264.9） （▲193.1） （48.9） （364.9） （93.1） （51.1） 
2005年 223,243 521,623 144,132 238,265 406,935 129,120 
 （▲51.4） （19.6） （74.8） （151.4） （80.4） （25.2） 
2006年 221,821 529,287 148,315 235,548 397,254 130,441 
 （▲109.8） （44.2） （146.2） （209.8） （55.8） （▲46.2） 
2007年 219,421 540,015 148,443 235,067 384,865 130,889 
 （▲125.1） （46.4） （40.0） （25.1） （53.6） （▲140.0） 
2008年 215,444 528,009 144,055 226,587 376,313 130,530 
 （▲88.3） （▲347.6） （▲108.9） （188.3） （247.6） （8.9） 
2009年 213,243 505,873 131,912 221,798 388,412 136,449 










みると（表３）、2008 年以降（特に 2009 年）の関西圏の転出減の多くは、東京圏と名古屋圏へ
の転出減が寄与している。東京圏では、それまで多くの転入増と転出減がみられた北海道・東
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北海道 東北 関東  中部  北陸 近畿  中国 四国 九州・ 合計 転出入数の 
対前年比    東京圏  名古屋圏   関西圏   沖縄  
①関西圏         
2008年の
転出減 ▲313 ▲81 ▲2,156 ▲2,071 ▲1,521 ▲1,142 ▲469 ▲1,093 － ▲1,678 ▲250 ▲919 ▲8,480
2009年の
転出減 140 ▲146 ▲2,631 ▲2,873 ▲2,832 ▲2,348 255 ▲301 － ▲383 192 917 ▲4,789
②東京圏        
2008年の
転入減 ▲587 ▲3,459 ▲194 － ▲2,558 ▲445 ▲805 ▲2,538 ▲2,071 ▲680 ▲199 ▲986 ▲12,006
2009年の
転入減 ▲3,109 ▲4,586 ▲4,864 － ▲71 723 ▲313 ▲2,932 ▲2,873 ▲1,588 ▲1,070 ▲3,603 ▲22,136
2009年の
転出増 1,125 3,255 1,073 － ▲1,111 ▲727 390 2,176 1,824 619 684 3,888 12,099
③名古屋圏        
2008年の
転入減 104 ▲246 ▲1,376 ▲1,143 ▲643 － ▲180 ▲1,367 ▲1,142 ▲366 19 ▲333 ▲4,388
2009年の
転入減 ▲1,359 ▲1,011 ▲982 ▲727 ▲916 － ▲224 ▲2,710 ▲2,348 ▲807 ▲362 ▲3,772 ▲12,143
2009年の
転出増 854 738 1,093 723 ▲89 － 52 679 769 149 368 2,075 5,919
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少が 2009 年の転入超過数の大幅な減少をもたらした主因となっている。 
 2003～2007 年にみられた各大都市圏中心部の転入増あるいは転出減の背景として、わが国経
済の景気上昇局面における景気波及の地域差や労働需給の地域間の跛行性が大きく影響したと








  転入超過数（対圏域外） 転入超過数（対圏域外）の前年比増減数 
  関西圏 東京圏 名古屋圏 関西圏 東京圏 名古屋圏 
  大阪府 周辺部 東京都 周辺部 愛知県 周辺部 大阪府 周辺部 東京都 周辺部 愛知県 周辺部 
2000年 ▲ 15,707 ▲ 15,945 51,629 36,366 112 ▲ 2,253 ▲ 3,279 ▲ 6,816 8,107 14,205 ▲ 2,921 ▲ 237
2001年 ▲ 11,351 ▲ 14,270 63,128 53,705 1,043 ▲ 3,639 4,356 1,675 11,499 17,339 931 ▲ 1,386
2002年 ▲ 13,040 ▲ 15,441 63,912 55,463 2,556 ▲ 3,203 ▲ 1,689 ▲ 1,171 784 1,758 1,513 436
2003年 ▲ 8,610 ▲ 14,132 59,276 48,665 4,244 ▲ 1,714 4,430 1,309 ▲ 4,636 ▲ 6,798 1,688 1,489
2004年 ▲ 8,823 ▲ 11,954 58,516 42,346 8,664 ▲ 470 ▲ 213 2,178 ▲ 760 ▲ 6,319 4,420 1,244
2005年 ▲ 5,292 ▲ 9,730 67,209 47,479 15,027 ▲ 15 3,531 2,224 8,693 5,133 6,363 455
2006年 ▲ 4,357 ▲ 9,370 77,067 54,966 16,746 1,128 935 360 9,858 7,487 1,719 1,143
2007年 ▲ 4,420 ▲ 11,226 87,703 67,447 16,168 1,386 ▲ 63 ▲ 1,856 10,636 12,481 ▲ 578 258
   8,620 4,215 23,791 11,984 13,612 4,5892003～2007
年 
   （67.2） （32.8） （66.5） （33.5） （74.8） （25.2）
2008年 ▲ 2,684 ▲ 8,459 81,147 70,549 14,297 ▲ 772 1,736 2,767 ▲ 6,556 3,102 ▲ 1,871 ▲ 2,158
2009年 ▲ 1,477 ▲ 7,078 59,984 57,477 241 ▲ 4,778 1,207 1,381 ▲ 21,163 ▲ 13,072 ▲ 14,056 ▲ 4,006
          
注：2003〜2007年の上段の数値は、転入超過数の前年比増減数の当該期間における累計。下段（ ）内は、中心部、周辺部の構成比。 
資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年報」      
（単位：人、％） 
主要大都市圏の人口移動要因に関する一考察 










  ①関西圏                                          （単位：人） 
 圏外からの転入数 前年比増減数 圏外への転出数 前年比増減数 




 ▲ 5,519 ▲ 7,342 ▲ 14,139 ▲ 11,557 
2008年 108,911 106,533 ▲ 1,938 ▲ 2,039 111,595 114,992 ▲ 3,674 ▲ 4,806 
2009年 107,922 105,321 ▲ 989 ▲ 1,212 109,399 112,399 ▲ 2,196 ▲ 2,593 
 
  ②東京圏                                          （単位：人） 
 圏外からの転入数 前年比増減数 圏外への転出数 前年比増減数 
  東京都 周辺部 東京都 周辺部 東京都 周辺部 東京都 周辺部 
2003～ 
2007年  8,755 ▲ 15,129 ▲ 15,036 ▲ 27,113 
2008年 238,717 289,292 ▲ 8,652 ▲ 3,354 157,570 218,743 ▲2,096 ▲ 6,456 
2009年 226,694 279,179 ▲ 12,023 ▲ 10,113 166,710 221,702 9,140 2,959 
 
  ③名古屋圏                                         （単位：人） 
  圏外からの転入数 前年比増減数 圏外への転出数 前年比増減数 
  愛知県 周辺部 愛知県 周辺部 愛知県 周辺部 愛知県 周辺部 
2003～ 
2007年  10,739 1,251 ▲ 2,873 ▲ 3,338 
2008年 105,697 38,358 ▲ 1,841 ▲ 2,547 91,400 39,130 30 ▲ 389 
2009年 96,426 35,486 ▲ 9,271 ▲ 2,872 96,185 40,264 4,785 1,134 
         
注：2003～2007年の数値は、転入数、転出数の前年比増減数の当該期間における累計。 
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表６．三大都市圏中心部・周辺部と地域ブロックの有効求人倍率の推移 
 
 関西圏 東京圏 名古屋圏 北海道・ 関東 中部 北陸 近畿 中国 四国 九州・ 
 大阪府 周辺部 東京都 周辺部 愛知県 周辺部 東北 縁辺部 縁辺部  縁辺部   沖縄 
2000年 0.48 0.46 0.65 0.49 0.74 0.76 0.54 0.80 0.91 0.80 0.59 0.72 0.66 0.46 
2001年 0.50 0.47 0.76 0.54 0.79 0.75 0.50 0.76 0.88 0.70 0.53 0.70 0.65 0.45 
2002年 0.46 0.44 0.70 0.47 0.75 0.69 0.46 0.63 0.72 0.64 0.50 0.66 0.61 0.41 
2003年 0.60 0.53 0.82 0.57 0.96 0.82 0.53 0.80 0.82 0.75 0.60 0.78 0.66 0.49 
2004年 0.84 0.71 1.15 0.74 1.40 1.09 0.61 1.04 1.01 0.99 0.84 0.96 0.78 0.59 
2005年 1.01 0.84 1.38 0.91 1.67 1.27 0.67 1.11 1.09 1.14 0.93 1.10 0.84 0.67 
2006年 1.22 0.95 1.58 1.00 1.85 1.39 0.74 1.19 1.23 1.31 1.09 1.19 0.89 0.73 
2007年 1.26 0.93 1.38 0.97 1.95 1.37 0.73 1.28 1.20 1.30 1.14 1.15 0.89 0.74 
2008年 0.94 0.80 1.25 0.84 1.61 1.13 0.58 1.08 1.03 1.05 0.94 1.02 0.82 0.60 
2009年 0.51 0.49 0.67 0.43 0.55 0.48 0.37 0.46 0.43 0.53 0.45 0.58 0.57 0.40 
注１：地域区分は表３と同じ。なお、関東・中部・近畿縁辺部は関東・中部・近畿ブロックからそれぞれ東京圏、名古屋圏、関西圏 
   を除いた範囲。 


















転勤等の「職業上の理由」が 49.7 ％（女性 18.1 ％、以下同様）、「入学・進学」が 15.8 ％（10.7 ％）、
「住宅を主とする理由」が 9.1 ％（8.7 ％）、「家族の移動に伴って」が 9.1 ％（29.9 ％）とな
っている４）。前住地と現住地との距離が比較的長い移動については、職業的理由が男性の約半
                                                          
３） 平成 18 年国民生活基礎調査で設定された調査地区から無作為に抽出された 300 調査区におけるすべて
の世帯の世帯主及び世帯員を客体として、2006年７月１日に実施された（調査票配布世帯数 14,062 票、































                                                                                                                                                        
況を調査した国立社会保障・人口問題研究所編［2005］（2001 年７月１日実施。調査票配布世帯数 14,735
票、有効回収率 85.5 ％）と比べて、2001～2006年の移動では男性の 40 歳代～50 歳代前半で「職業上の理
由」が大きく上昇している。 
５） 1991～1996年の人口移動状況を調査した国立社会保障・人口問題研究所編［1997］（1996年７月１日
実施。調査票配布世帯数 15,131 票、有効回収率 93.1 ％）では、圏域別・移動パターン別の移動理由が得
られる。これによって比較的移動距離の長い「大都市圏相互」と「非大都市圏→大都市圏」の移動理由（男
女計）をみると、「職業上の理由」（それぞれ 47.7 ％、38.5 ％）と「随伴移動」（同 38.0 ％、35.3 ％）が特
に高い割合を示している。なお、この調査の「大都市圏」は東京圏、中京圏、大阪圏に分類されており、
前２者は本稿と同一の圏域構成であるが、大阪圏については奈良県が含まれていない。 
６） 例えば、清水［2001］によると、1991～1996 年の人口移動ではその前の５年間に比べて、男子では 30
歳代で特に転勤を理由とする移動率が上昇しており、この背景として企業の事業所展開による転勤移動へ
の影響が指摘されている。 
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     （単位：％） 
 年次 関西圏 東京圏 名古屋圏  年次 関西圏 東京圏 名古屋圏 
1990 14.7 25.7 8.5 1990 17.8 58.2 5.8 
1995 14.5 25.9 8.6 1995 17.2 58.5 5.9 
2000 14.5 26.3 8.7 2000 16.4 56.5 6.0 
人 口 




2007 13.3 61.8 5.8 
 1990 15.2 31.2 9.3 1991 14.3 56.0 5.3 
経済規模 1995 14.9 30.2 9.4 1996 14.0 55.8 5.5 
（名目域内総生産） 2000 14.2 31.1 9.3 2001 13.0 58.9 5.6 




数） 2006 11.8 61.8 5.3 
 1990 15.1 24.8 15.4 1991 15.1 35.0 7.8 
工 業 1995 14.3 23.1 15.0 1996 15.4 34.0 8.0 
（工業出荷額） 2000 13.4 21.8 15.8 2001 14.4 36.1 8.2 




2006 14.3 38.1 8.6 
 1990 17.8 53.3 5.6 1991 16.2 36.9 7.3 
金 融 1995 17.2 52.1 5.5 1996 15.1 38.6 7.4 
（国内銀行貸出残高） 2000 16.3 50.3 5.8 2001 15.0 38.4 7.9 




者数） 2006 14.5 35.2 9.6 
 1990 7.4 88.3 0.6 1991 15.2 41.6 4.9 
国 際 1995 7.5 87.5 0.9 1996 12.6 45.7 5.2 
（外国法人数） 2000 4.9 91.1 1.0 2001 10.8 46.8 4.7 




2006 11.5 42.4 4.7 





2006年に産業分類が大きく変更されたため、2006 年の分類と 2001 年までの分類とは完全に一致しない。 
注４：専門サービス業（法律・司法書士・公認会計士・税理士事務所、デザイン・機械設計業等）は、2001 年までは産業
小分類ベースで把握できるデータに基づいて 2006 年の専門サービス業に合わせた組み替えを行ったが、完全には








































 具体的には以下のとおりである。２時点間における第 r 圏域の雇用成長率（従業者ベース、
以下同様）をＧr 、全国の雇用成長率をＧn 、また、圏域内のどの産業も全国平均と同率で成長
したと仮定した場合に、全国成長率でみた第 r 圏域の雇用成長率をＧrn とする。Ｇrn は、各
産業の全国成長率を基準時点における第ｒ圏域の産業構成に適用することにより得られる、第
ｒ圏域についての仮定的な雇用成長率である。Ｇr 、Ｇn 、Ｇrn を用いて、以下の要素から構成
されるシフト・シェア恒等式が導かれる。 










８） 詳細については、Armstrong & Taylor［1985］を参照。 
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  （Ｇr − Ｇn ）＝（Ｇr − Ｇrn ）＋（Ｇrn − Ｇn ） 
















     （単位：％） 
圏域成長率   全国成長率 全国成長率との格差 圏域特殊要因 産業構造要因 
期間 都市圏 
Ｇr Ｇrn Ｇn Ｇr− Ｇn Ｇr − Ｇrn Ｇrn − Ｇn 
  関西圏 3.52 4.55   ▲1.08 ▲1.03 ▲0.05 
1991～1996年 東京圏 4.27 4.75 4.60 ▲0.33 ▲0.47 0.15 
  名古屋圏 4.47 3.28   ▲0.13 1.19 ▲1.32 
  関西圏 ▲7.10 ▲4.24   ▲2.92 ▲2.86 ▲0.06 
1996～2001 年 東京圏 ▲3.36 ▲3.37 ▲4.18 0.82 0.02 0.81 
  名古屋圏 ▲3.94 ▲5.22   0.24 1.28 ▲1.04 
  関西圏 ▲4.65 ▲2.46   ▲2.12 ▲2.19 0.07 
2001～2006年 東京圏 ▲0.09 ▲1.85 ▲2.53 2.44 1.76 0.68 



















    2001 年     2006年   
  関西圏 東京圏 名古屋圏 関西圏 東京圏 名古屋圏 
Ａ～Ｃ農林漁業 0.24 0.27  0.65  0.27  0.28  0.63  
Ｄ鉱業 0.27 0.41  0.84  0.28  0.48  0.82  
Ｅ建設業 0.80 0.80  0.92  0.79  0.83  0.93  
Ｆ１基礎素材型製造業 1.21 0.79  1.47  1.18  0.77  1.51  
Ｆ２加工組立型製造業 0.92 0.86  1.62  0.89  0.78  1.79  
Ｆ３生活関連型製造業 1.06 0.79  1.07  1.06  0.79  1.02  
Ｇ電気・ガス・水道業 1.02 0.88  0.96  1.01  0.81  0.95  
Ｈ情報通信業 0.90 1.95  0.64  0.84  2.03  0.57  
Ｉ運輸業 1.03 1.10  0.97  1.03  1.07  1.00  
Ｊ卸売・小売業 1.06 1.00  0.98  1.05  1.00  0.95  
Ｋ金融・保険業 0.97 1.25  0.82  0.94  1.26  0.83  
Ｌ不動産業 1.32 1.41  0.72  1.27  1.42  0.71  
Ｍ飲食店・宿泊業 1.06 1.07  0.99  1.05  1.07  0.98  
Ｎ医療・福祉 1.01 0.83  0.84  1.06  0.85  0.82  
Ｏ教育・学習支援業 1.00 1.04  0.91  1.06  1.03  0.90  
Ｐ複合サービス事業 0.81 0.67  0.83  0.76  0.70  0.86  
Ｑサービス業 0.97 1.20  0.90  0.99  1.15  0.94  
Ｒ公務 0.80 0.88  0.74  0.83  0.89  0.74  
係数 1.2以上の業種数 2 4 2 1 3 2 
係数 0.8以下の業種数 3 5 4 4 6 4 














                                                          
９） ここでの特化係数は従業者ベースの値であり、ＬＱri ＝ （Ｅri ／Ｅr ）／（Ｅni ／Ｅn ）により算出さ 
れる。ただし、ＬＱri は r 地域におけるⅰ 産業の特化係数、Ｅri は r 地域におけるⅰ 産業の従業者数、 
Ｅr は r 地域における全産業の従業者数、Ｅni は全国におけるⅰ 産業の従業者数、Ｅn は全国における全 
産業の従業者数。 
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 以上により、2001～2006 年における各大都市圏の雇用成長パターンを類型化すると、 
 ①関西圏は、圏域固有の要因が雇用成長を大きく抑制している「圏域要因抑制型」 
 ②東京圏は、産業構造要因とともにそれを上回る圏域固有の要因が雇用成長を牽引している 
  「産業構造・圏域要因追い風型」 














                                                          
10） 以上の類型化は、小林［2006］による分類を基にしている。 
主要大都市圏の人口移動要因に関する一考察 












     （単位：％） 
地域成長率  全国成長率 全国成長率との格差 地域特殊要因 産業構造要因 
期間 都市圏 構成地域
Ｇr Ｇrn Ｇn Ｇr− Ｇn Ｇr− Ｇrn Ｇrn− Ｇn 
大阪府  2.89  4.55 ▲1.71 ▲1.66 ▲0.05 
関西圏
周辺部  4.31  4.55 ▲0.29 ▲0.24 ▲0.06 
東京都  2.34  5.14 ▲2.26 ▲2.80  0.53 
東京圏
周辺部  6.46  4.31  1.86  2.15 ▲0.29 
愛知県  4.24  3.32 ▲0.36  0.92 ▲1.28 
1991〜1996年 
名古屋圏
周辺部  4.94  3.20
4.60 
 0.33  1.74 ▲1.40 
大阪府 ▲8.47 ▲4.16 ▲4.29 ▲4.31  0.02 関西圏
周辺部 ▲5.42 ▲4.34 ▲1.24 ▲1.08 ▲0.16 
東京都 ▲4.16 ▲2.76  0.02 ▲1.40  1.42 
東京圏
周辺部 ▲2.48 ▲4.03  1.70  1.55  0.14 





 0.57  1.88 ▲1.31 
大阪府 ▲6.87 ▲2.46 ▲4.34 ▲4.41  0.07 関西圏
周辺部 ▲2.00 ▲2.46  0.54  0.47  0.07 
東京都  1.12 ▲1.50  3.65  2.61  1.04 
東京圏
周辺部 ▲1.39 ▲2.24  1.15  0.85  0.30 





 0.29  1.28 ▲0.99 











上回り、その動向は 1990 年代では中心部と同様であるが、2000 年代に入ると地域特殊要因
の寄与によってＧn を上回っている。したがって、関西圏における雇用成長の長期停滞は、
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  2001 年   2006年  
 大阪府 東京都 愛知県 大阪府 東京都 愛知県 
Ａ～Ｃ農林漁業 0.08 0.11 0.33 0.08 0.10 0.30 
Ｄ鉱業 0.07 0.46 0.41 0.08 0.53 0.42 
Ｅ建設業 0.79 0.72 0.86 0.78 0.73 0.89 
Ｆ１基礎素材型製造業 1.29 0.56 1.36 1.26 0.55 1.40 
Ｆ２加工組立型製造業 0.86 0.62 1.73 0.80 0.57 1.90 
Ｆ３生活関連型製造業 0.95 0.76 1.01 0.93 0.73 0.98 
Ｇ電気・ガス・水道業 1.05 0.85 1.00 1.07 0.74 1.02 
Ｈ情報通信業 1.24 3.01 0.78 1.17 3.21 0.69 
Ｉ運輸業 1.09 0.97 1.05 1.08 0.94 1.06 
Ｊ卸売・小売業 1.09 1.02 0.99 1.08 1.01 0.96 
Ｋ金融・保険業 1.06 1.66 0.81 1.06 1.69 0.80 
Ｌ不動産業 1.48 1.65 0.78 1.47 1.65 0.79 
Ｍ飲食店・宿泊業 1.03 1.06 1.00 0.99 1.07 0.98 
Ｎ医療・福祉 0.92 0.69 0.80 0.99 0.70 0.77 
Ｏ教育・学習支援業 0.88 0.93 0.89 0.94 0.93 0.88 
Ｐ複合サービス事業 0.62 0.55 0.66 0.63 0.58 0.69 
Ｑサービス業 1.02 1.33 0.93 1.04 1.27 0.97 
Ｒ公務 0.64 0.86 0.65 0.69 0.86 0.65 
係数 1.2以上の業種数 3 4 2 2 4 2 
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